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附 則 

第１章 法人 

第１節 総則 

（法人の目的） 

第１条 国立大学法人島根大学（以下「法人」という。）は，島根大学を設置し，大学の教育研究に対

する国民の要請にこたえるとともに，我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を

図ることを目的とする。 

（業務の範囲等） 

第２条 法人は，次の各号に掲げる業務を行う。 

一 島根大学（以下「本学」という。）を設置し，これを運営すること。 

二 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

三 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連

携による教育研究活動を行うこと。 

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

五 島根大学における研究の成果を普及し，及びその活動を推進すること。 

六 島根大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立大学法人法施行

令（平成１５年政令第４７８号）で定めるものを実施する者に出資すること。 

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

第２節 役員及び職員組織等 

（役員） 

第３条 法人に，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号。以下「法人法」という。）第１０条に

基づき，役員として学長，監事及び理事を置く。 

２ 役員に関し必要な事項は，別に定める。 

（副理事） 

第３条の２ 法人に副理事を置くことができる。 

２ 副理事に関し必要な事項は，別に定める。 

（特別顧問） 
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第３条の３ 法人に特別顧問を置くことができる。 

２ 特別顧問に関し必要な事項は，別に定める。 

（職員） 

第４条 法人に次の職員を置く。 

一 一般職員 

二 教育職員 

三 医療職員 

四 特別職員 

五 その他の職員 

２ 職員の職務は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の定めるところによるほか，学長が定める

ものとする。 

３ 第１項第２号の教育職員のうち，教授，准教授，講師，助教及び助手を教員という。 

４ 職員に関し必要な事項は，別に定める。 

（学長室） 

第４条の２ 法人に，学長の戦略的経営を支援するため学長室を置く。 

２ 学長室に関し，必要な事項は，別に定める。 

（学術研究院） 

第４条の３ 法人に，教員組織として学術研究院を置く。 

２ 学術研究院に次の学系を置く。 

人文社会科学系 

教育学系 

人間科学系 

医学・看護学系 

理工学系 

環境システム科学系 

農生命科学系 

教育研究推進学系 

機能強化推進学系 

３ 学術研究院に関し，必要な事項は，別に定める。 

（学術研究院長） 

第４条の４ 学術研究院に学術研究院長を置き，学長をもって充てる。 

（学系長） 

第４条の５ 学系に学系長を置く。 

２ 学系長は，その学系に関する校務をつかさどる。 

（事務組織） 

第４条の６ 法人に，その事務を処理するため事務組織を置く。 

２ 事務組織に関し，必要な事項は，別に定める。 

（事務局長） 

第４条の７ 学長の下に，事務組織を総括するために事務局長を置く。 

２ 前項の規定にかかわらず，学長が指名する理事に事務組織を総括させることができる。 

第３節 会議 

（役員会） 

第５条 法人に，法人法第１１条第３項に基づき，法人の重要事項について学長の意思決定に先立ち議

決を行う機関として，役員会を置く。 

２ 役員会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（経営協議会） 

第６条 法人に，法人法第２０条に基づき，法人の経営に関する重要事項を審議する機関として，経営

協議会を置く。 

２ 経営協議会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（教育研究評議会） 

第７条 法人に，法人法第２１条に基づき，本学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として，

教育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し，必要な事項は，別に定める。 
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（学長選考・監察会議） 

第８条 法人に，法人法第１２条第２項及び第１７条第５項に基づき，学長の選考又は解任に係る申出

を行う機関として，学長選考・監察会議を置く。 

２ 学長選考・監察会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

第２章 大学 

第１節 大学の構成 

（学部） 

第９条 本学に次の学部を置く。 

法文学部 

教育学部 

人間科学部 

医学部 

総合理工学部 

材料エネルギー学部 

生物資源科学部 

（学科・課程及び講座） 

第10条 法文学部に次の学科及び講座を置く。 

法経学科 

  法経 

社会文化学科 

  社会文化 

言語文化学科 

  言語文化 

２ 教育学部に次の課程を置く。 

学校教育課程 

３ 人間科学部に次の学科を置く。 

人間科学科 

４ 医学部に次の学科，系及び講座を置く。 

医学科 

  基礎医学系 

    解剖学，生理学，生化学，生命科学 

  臨床基礎医学系 

    薬理学，病理学，微生物学，免疫学 

  社会医学系 

      法医学，環境保健医学，医療情報学，医学英語教育学 

  臨床医学系 

      内科学，皮膚科学，小児科学，外科学，整形外科学，脳神経外科学，泌尿器科学，精神医学，

産科婦人科学，耳鼻咽喉科・頭頸部外科学，眼科学，放射線医学，麻酔科学，緩和ケア，歯科

口腔外科学，臨床検査医学，救急医学，Acute Care Surgery，リハビリテーション医学，地域

医療教育学，地域医療政策学 

看護学科 

  基礎看護学，臨床看護学，地域・老年看護学 

５ 総合理工学部に次の学科を置く。 

総合理工学科 

６ 材料エネルギー学部に次の学科を置く。 

材料エネルギー学科 

７ 生物資源科学部に次の学科を置く。 

生命科学科 

農林生産学科 

環境共生科学科 

第11条 削除 

（大学院の設置） 

第12条 本学に大学院を置く。 
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（附属病院） 

第13条 医学部附属の教育研究施設として，医学部附属病院（以下「附属病院」という。）を置く。 

（附属学校） 

第14条 本学に次の学部附属学校を置く。 

教育学部 附属幼稚園，附属義務教育学校 

２ 前項の附属学校に学習生活支援研究センターを置く。 

（学部附属の教育研究施設） 

第15条 本学に次の学部附属の教育施設又は研究施設を置く。 

法文学部 山陰研究センター 

教育学部 教育支援センター，教師教育研究センター，ＦＤ戦略センター 

医学部 統合腎疾患制御研究・開発センター 

生物資源科学部 生物資源教育研究センター 

２ 前項に掲げる生物資源教育研究センターは，本学の教育研究上支障がないと認められるときは，他

の大学の利用に供することができるものとする。 

第15条の２ 削除 

（本部） 

第16条 本学に，本学の教育研究に係る全学的な業務を円滑かつ効果的に実施する組織として，次の本

部を置く。 

教育・学生支援本部 

研究・学術情報本部 

グローバル化推進本部 

地域未来協創本部 

オープンイノベーション推進本部 

（本部に置くセンター等） 

第17条 教育・学生支援本部に次のセンター等を置く。 

大学教育センター 

国際観光教育推進センター 

学生支援センター 

障がい学生支援室 

２ 研究・学術情報本部に次のセンター等を置く。 

戦略的研究推進センター 

エスチュアリー研究センター 

総合科学研究支援センター 

総合情報処理センター 

地域包括ケア教育研究センター 

総合博物館 

自然災害軽減教育研究センター 

数理・データサイエンス教育研究センター 

  新興感染症ワクチン・治療用抗体研究開発センター 

３ グローバル化推進本部に次のセンター等を置く。 

国際センター 

外国語教育センター 

島根大学・寧夏大学国際共同研究所 

（先端マテリアル研究開発協創機構） 

第17条の１の２ 本学に，材料科学分野における研究力向上や人材育成の推進を図り，同分野で国際的

研究開発拠点を確立するとともに，研究成果を地域及び社会に還元するために先端マテリアル研究開

発協創機構を置く。 

（次世代たたら協創センター） 

第17条の１の３ 本学に，金属材料評価技術等の研究・開発を行い，その成果を実用化に結び付けてい

くと共に，金属材料関連の専門人材を育成するために次世代たたら協創センターを置く。 

（附属図書館） 

第17条の２ 本学に附属図書館を置く。 

２ 前項の附属図書館に分館を置く。 
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第17条の３ 削除 

第17条の４ 削除 

第17条の５ 削除 

第17条の６ 削除 

（ダイバーシティ推進室） 

第17条の７ 本学に，ダイバーシティの推進及び女性研究者支援に関する具体的事業を企画・立案・実

施するためダイバーシティ推進室を置く。 

（ハラスメント対策室） 

第17条の８ 本学に，全学的なハラスメント防止とハラスメント事案への対応の充実を図るためハラス

メント対策室を置く。 

第17条の９ 削除 

第18条 削除 

第19条 削除 

（こころとそだちの相談センター） 

第19条の１の２ 本学に，心の健康に関する相談に応じて地域社会に貢献するとともに，心理臨床に関

する高度な知識と技能を有する専門家の養成に資するためこころとそだちの相談センターを置く。 

第19条の１の３ 削除 

（松江保健管理センター） 

第19条の１の４ 本学に，本学松江地区における保健管理並びに学生及び職員の健康の保持増進を図る

ため，松江保健管理センターを置く。 

（出雲保健管理センター） 

第19条の１の５ 本学に，本学出雲地区における保健管理並びに学生及び職員の健康の保持増進を図る

ため，出雲保健管理センターを置く。 

（寄附講座等） 

第19条の２ 本学に，寄附講座，寄附研究部門又は寄附研究分野を置くことができる。 

（共同研究講座等） 

第19条の３ 本学に，共同研究講座又は共同研究部門を置くことができる。 

第19条の４ 削除 

第20条 削除 

（規則） 

第21条 第１３条から前条までに関し必要な事項は，別に定める。 

第２節 職員組織その他 

（学長） 

第22条 本学に学長を置く。 

２ 学長は，校務をつかさどり，所属職員を統督する。 

（副学長） 

第23条 本学に副学長を置く。 

２ 副学長は，学長を助け，命を受けて校務をつかさどる。 

（学長特別補佐） 

第23条の２ 本学に，学長特別補佐を置くことができる。 

２ 学長特別補佐は，学長の職務を助け，学長が指定する業務を処理する。 

（学部長） 

第24条 本学の各学部に学部長を置く。 

２ 学部長は，その学部に関する校務をつかさどる。 

（副学部長） 

第25条 本学の各学部に副学部長を置く。 

２ 副学部長は，学部長の職務を助け，学部長の職務のうちあらかじめ定める範囲内の業務を処理する。 

（学科長） 

第26条 学科に学科長を置くことができる。 

２ 学科長は，その学科に関する事項を整理する。 

（病院長） 

第27条 附属病院に病院長を置く。 

２ 病院長は，附属病院に関する事項を掌理する。 
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（副病院長） 

第28条 附属病院に副病院長を置くことができる。 

２ 副病院長は，病院長の職務を助ける。 

（附属学校園の長） 

第29条 附属学校に校長（幼稚園にあっては園長）を置く。 

２ 附属学校の校長及び園長は，教育学部長の命を受け，その学校及び幼稚園に関する事項を処理する。 

（学部附属の教育研究施設の長） 

第30条 本学の学部附属の教育施設及び研究施設に長を置く。 

２ 前項の教育施設及び研究施設の長は，当該学部長の命を受け，その施設に関する事項を処理する。 

（本部長） 

第30条の２ 本学の各本部に本部長を置く。 

２ 前項の本部長は，その所掌する本部の業務を総括する。 

（副本部長） 

第30条の３ 本学の各本部に副本部長を置くことができる。 

２ 前項の副本部長は，本部長の職務を助ける。 

（機構長） 

第31条 本学の各機構に機構長を置く。 

２ 前項の機構長は，その所掌する機構の業務を総括する。 

（副機構長） 

第31条の２ 本学の各機構に，副機構長を置くことができる。 

２ 前項の副機構長は，機構長の職務を補佐する。 

（本部に置くセンター等の長） 

第32条 本部に置くセンター等に長を置く。 

２ 本部に置くセンター等の長は，その所掌するセンター等の業務を掌理する。 

（本部に置くセンター等の副センター長等） 

第33条 本部に置くセンター等に副センター長等を置くことができる。 

２ 副センター長等は，センター等の長の職務を助ける。 

第34条 削除 

第35条 削除 

第36条 削除 

第37条 削除 

（名誉教授） 

第38条 本学の学長，副学長，学部長，教授，准教授又は講師として勤務した者であって，教育上又は

学術上特に功績のあった者に対し，名誉教授の称号を授与することができる。 

２ 名誉教授の称号の授与に関し，必要な事項は，別に定める。 

第３節 会議 

第39条 削除 

（教授会等） 

第40条 本学の各学部に教授会を置く。 

２ 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

一 学生の入学，卒業及び課程の修了 

二 学位の授与 

三 前２号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見を聴くことが必要な

ものとして学長が定めるもの 

３ 教授会は，前項に規定するもののほか，学長及び学部長（以下この項において「学長等」という。）

がつかさどる教育研究に関する事項について審議し，及び学長等の求めに応じ，意見を述べることが

できる。 

４ 教授会は，その定めるところにより，教授会に属する職員のうちの一部の者をもって構成される代

議員会を置くことができる。 

５ 教授会は，その定めるところにより，代議員会の議決をもって，教授会の議決とすることができる。 

６ 教授会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（学術研究院会議） 

第41条 学術研究院に，学術研究院会議を置く。 
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２ 学術研究院会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

第４節 削除 

第５節 学部の収容定員 

（収容定員） 

第42条 学部，学科等の収容定員は，次のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 入学定員 第２年次 

編入学定員 

第３年次 

編入学定員 

収容定員 

法文学部 法経学科 ７６     ３０４ 

社会文化学科 ４７ １８８ 

言語文化学科 ５２ ２０８ 

      １０ ２０ 

計 １７５   １０ ７２０ 

教育学部 学校教育課程 １３０     ５２０ 

計 １３０     ５２０ 

人間科学部 人間科学科 ８０     ３２０ 

計 ８０     ３２０ 

医学部 医学科 ９０ ５ ５ ５８５ 

看護学科 ６０     ２４０ 

計 １５０ ５ ５ ８２５ 

総合理工学部 総合理工学科 ３７０   １２ １,５０４ 

計 ３７０   １２ １,５０４ 

材料エネルギー

学部 

  

材料エネルギー学科 ８０   ５ ３３０ 

計 ８０   ５ ３３０ 

生物資源科学部 生命科学科 ７０   ３ ２８６ 

農林生産学科 ６０   ９ ２５８ 

環境共生科学科 ７０   ３ ２８６ 

計 ２００   １５ ８３０ 

合計 １,１８５ ５ ４７ ５,０４９ 

第３章 大学院 

第１節 大学院の構成等 

（研究科） 

第43条 大学院に次の研究科を置く。 

人間社会科学研究科 

教育学研究科 

医学系研究科 

自然科学研究科 

（課程） 

第44条 人間社会科学研究科は，修士課程とする。 

２ 自然科学研究科は，博士課程とする。 

３ 自然科学研究科の博士課程は，前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年の

課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し，博士前期課程は，これを修士課程として取り扱う

ものとする。 
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４ 医学系研究科は，医学を履修する博士課程（以下「医学博士課程」という。）及び修士課程並びに

看護学を履修する博士課程とする。 

５ 医学系研究科の看護学を履修する博士課程は，博士前期課程及び博士後期課程に区分し，博士前期

課程は，これを修士課程として取り扱うものとする。 

６ 教育学研究科は，専門職学位課程とする。 

（専攻） 

第45条 研究科に次の専攻を置く。 

人間社会科学研究科 

  社会創成専攻 

  臨床心理学専攻 

教育学研究科 

  教育実践開発専攻 

医学系研究科 

  医学博士課程 

    医科学専攻 

  修士課程 

    医科学専攻 

  博士前期課程 

    看護学専攻 

  博士後期課程 

    看護学専攻 

自然科学研究科 

  博士前期課程 

    理工学専攻 

    環境システム科学専攻 

    農生命科学専攻 

  博士後期課程 

    創成理工学専攻 

第45条の２ 削除 

（鳥取大学大学院連合農学研究科の教育研究の実施） 

第46条 鳥取大学大学院の連合農学研究科の教育研究の実施に当たっては，本学，鳥取大学及び山口大

学が協力するものとする。 

２ 前項の連合農学研究科に置かれる連合講座は，鳥取大学及び山口大学の教員とともに，本学の教員

がこれを担当し，又は分担するものとする。 

第２節 大学院の収容定員 

（収容定員） 

第47条 大学院の収容定員は，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 

修士課程 

博士前期課程 

医学博士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

人間社会科学研

究科 

社会創成専攻 １５ ３０ － － － － 

臨床心理学専攻 １０ ２０ － － － － 

計 ２５ ５０ － － － － 

教育学研究科 教育実践開発専攻 － － － － ２０ ４０ 

      － － － － 

計     － － ２０ ４０ 

医学系研究科 医科学専攻 － － ３０ １２０ － － 
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医科学専攻 １５ ３０ － － － － 

看護学専攻 １２ ２４ ２ ６ － － 

計 ２７ ５４ ３２ １２６ － － 

自然科学研究科 理工学専攻 ７９ １５８ － － － － 

環境システム科学専

攻 

７８ １５６ － － － － 

農生命科学専攻 ４３ ８６ － － － － 

創成理工学専攻 － － １５ ４５ － － 

計 ２００ ４００ １５ ４５ － － 

合計 ２５２ ５０４ ４７ １７１ ２０ ４０ 

第３節 職員組織 

（研究指導及び授業担当） 

第48条 研究科における研究の指導は原則として教授が行い，授業は教授，准教授，講師又は助教が担

当する。 

（研究科長） 

第49条 研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長（人間社会科学研究科長及び自然科学研究科長を除く。）は，基礎となる学部の学部長を

もって充てる。 

３ 研究科長は，その研究科に関する校務をつかさどる。 

（副研究科長） 

第49条の２ 研究科に副研究科長を置くことができる。 

２ 副研究科長は，研究科長の職務を助ける。 

（専攻長） 

第49条の３ 専攻に専攻長を置くことができる。 

２ 専攻長は，その専攻に関する事項を整理する。 

（研究科教授会） 

第50条 研究科に，教育研究に関する重要事項を審議するため，研究科教授会を置き，第４０条第２項

から第５項の規定は，研究科教授会について準用する。 

２ 前項に定めるもののほか，研究科教授会に関し必要な事項は，各研究科において定める。 

第４章 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

（組織的研修等） 

第51条 本学は，学部においては授業の内容及び方法の改善を図るため全学及び学部ごとに，研究科に

おいては授業及び研究指導の内容並びに方法の改善を図るため研究科ごとに，組織的な研修及び研究

を実施するものとする。 

第５章 雑則 

（学則の改廃) 

第52条 この学則の改廃は，役員会の議を経て行う。 

２ 前項の役員会の審議に先立ち，法人の経営に関する部分については経営協議会において，国立大学

法人の経営に関する部分を除く部分については教育研究評議会において審議を行うものとする。 

  

附 則 

１ この学則は，平成１６年 ４月 １日から施行する。 

２ 旧島根大学法文学部の法学科及び社会システム学科並びに教育学部の学校教育教員養成課程，生涯

学習課程並びに生活環境福祉課程は，第１０条の規定にかかわらず，当該学科又は課程に在学する者

が当該学科又は課程に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 法文学部及び教育学部の収容定員並びに全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成

１６年度から平成１８年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 収容定員     
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    平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

法文学部 法経学科 ９０ １８０ ２７０ 

  社会文化学科 ７０ １４０ ２１０ 

  言語文化学科 ２７５ ２７０ ２６５ 

  法学科 ４３５ ２９０ １４５ 

  社会システム学科 ２８５ １９０ ９５ 

  計 １，１７５ １，０９０ １，００５ 

教育学部 学校教育課程 １７０ ３４０ ５１０ 

  学校教育教員養成課程 ３００ ２００ １００ 

  生涯学習課程 １９５ １３０ ６５ 

  生活環境福祉課程 １０５ ７０ ３５ 

  計 ７７０ ７４０ ７１０ 

合計   ５，２３５ ５，１２０ ５，００５ 

４ 旧島根大学大学院人文社会科学研究科の法学専攻，社会システム専攻及び言語文化専攻は，第４７

条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するもの

とする。 

５ 人文社会科学研究科及び医学系研究科医科学専攻の収容定員並びに全研究科の修士課程・博士前期

課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成１６年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

人文社会科学研究科 法経専攻 ６ 

  言語・社会文化専攻 ６ 

  法学専攻 ８ 

  社会システム専攻 ４ 

  言語文化専攻 ４ 

  計 ２８ 

医学系研究科 医科学専攻 １５ 

  計 ３９ 

合計   ５１３ 

６ 法務研究科の収容定員及び全研究科の専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，

平成１６年度及び平成１７年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員   

    平成１６年度 平成１７年度 

法務研究科 法曹養成専攻 ３０ ６０ 

  計 ３０ ６０ 

合計   ３０ ６０ 

附 則（平成１６年１０月 １日一部改正） 

この学則は，平成１６年１０月 １日から施行する。 

附 則（平成１６年１０月２７日一部改正） 

この学則は，平成１７年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成１６年１２月２２日一部改正） 
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この学則は，平成１６年１２月２２日から施行する。 

附 則（平成１７年 ３月 ８日一部改正） 

この学則は，平成１７年 ３月 ８日から施行する。 

附 則（平成１７年 ３月 ８日一部改正） 

この学則は，平成１７年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成１７年 ３月２２日一部改正） 

この学則は，平成１７年 ３月２２日から施行する。 

附 則（平成１７年１０月２６日一部改正） 

この学則は，平成１７年１０月２６日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月２８日一部改正） 

この学則は，平成１７年１２月２８日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月２８日一部改正） 

この学則は，平成１８年 １月 １日から施行する。 

附 則（平成１８年 ３月 ８日一部改正） 

１ この学則は，平成１８年 ４月 １日から施行する。 

２ この学則による改正後の国立大学法人島根大学管理学則第１５条の法文学部に係る規定は，平成１

６年４月２１日から適用し，医学部に係る規定は，平成１６年４月１日から適用する。 

附 則（平成１８年 ３月２２日一部改正） 

この学則は，平成１８年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成１８年１２月１９日一部改正） 

この学則は，平成１９年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成１９年 ３月２６日一部改正） 

この学則は，平成１９年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成１９年 ６月１９日一部改正） 

この学則は，平成１９年 ６月１９日から施行する。 

附 則（平成２０年 ３月２５日一部改正） 

１ この学則は，平成２０年 ４月 １日から施行する。 

２ 教育学研究科の学校教育専攻及び教科教育専攻，医学系研究科の形態系専攻，機能系専攻，生態系

専攻並びに生物資源科学研究科の生物科学専攻，生態環境科学専攻，生命工学専攻，農業生産学専攻

及び地域開発科学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学し

なくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 教育学研究科及び生物資源科学研究科の収容定員並びに全研究科の修士課程・博士前期課程の収容

定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２０年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

教育学研究科 教育実践開発専攻 ２０ 

  教育内容開発専攻 ２０ 

  学校教育専攻 ５ 

  教科教育専攻 ３０ 

  計 ７５ 

生物資源科学研究科 生物生命科学専攻 ２０ 

農林生産科学専攻 ２２ 

環境資源科学専攻 １８ 

生物科学専攻 １２ 

生態環境科学専攻 １８ 

生命工学専攻 １２ 

農業生産学専攻 １２ 

地域開発科学専攻 ２２ 
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計 １３６ 

合計   ５１３ 

４ 医学系研究科博士課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２０年度から平成２２年

度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

医学系研究科 医科学専攻 ３０ ６０ ９０ 

  形態系専攻 ２４ １６ ８ 

  機能系専攻 ４５ ３０ １５ 

  生態系専攻 ２１ １４ ７ 

  計 １２０ １２０ １２０ 

附 則（平成２０年 ７月２２日一部改正） 

この学則は，平成２０年 ７月２２日から施行する。 

附 則（平成２１年 ３月１７日一部改正） 

１ この学則は，平成２１年 ４月 １日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定に

かかわらず，平成２１年度から平成３４年度については，次の表のとおりとする。 

学部 
学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２１年度 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医学部 
医学科 ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ 

計 １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ 

合計 １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ 

  

学部 
学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医学部 
医学科 ９５ ９５ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ 

計 １５５ １５５ １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５０ １，１５０ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

  

学部 
学科又は

課程 

収容定員 

平成 

２１年度 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医学部 
医学科 ５６０ ５７０ ５８０ ５９０ ６００ ６１０ ６１０ 

計 ８２０ ８３０ ８４０ ８５０ ８６０ ８７０ ８７０ 

合計 ４，９００ ４，９１０ ４，９２０ ４，９３０ ４，９４０ ４，９５０ ４，９５０ 

  

学部 
学科又は

課程 

収容定員 

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 
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２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

医学部 
医学科 ６１０ ６１０ ６０５ ６００ ５９５ ５９０ ５８５ 

計 ８７０ ８７０ ８６５ ８６０ ８５５ ８５０ ８４５ 

合計 ４，９５０ ４，９５０ ４，９４５ ４，９４０ ４，９３５ ４，９３０ ４，９２５ 

附 則（平成２１年 ４月２１日一部改正） 

この学則は，平成２１年 ４月２１日から施行する。 

附 則（平成２２年 １月２６日一部改正） 

この学則は，平成２２年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成２２年 ３月１７日一部改正） 

１ この学則は，平成２２年 ４月 １日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定に

かかわらず，平成２２年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

医

学

部 

医学科 １００ １００ １００ １００ １００ 

計 １６０ １６０ １６０ １６０ １６０ 

合計 １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１度 

医

学

部 

医学科 １００ １００ １００ ９５ ９５ 

計 １６０ １６０ １６０ １５５ １５５ 

合計 １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５０ １，１５０ 

  

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

医

学

部 

医学科 ５７５ ５９０ ６０５ ６２０ ６３５ 

計 ８３５ ８５０ ８６５ ８８０ ８９５ 

合計 ４，９１５ ４，９３０ ４，９４５ ４，９６０ ４，９７５ 
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学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

医

学

部 

医学科 ６４０ ６４０ ６４０ ６３５ ６３０ 

計 ９００ ９００ ９００ ８９５ ８９０ 

合計 ４，９８０ ４，９８０ ４，９８０ ４，９７５ ４，９７０ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ６２０ ６１０ ６００ ５９０ ５８５ 

計 ８８０ ８７０ ８６０ ８５０ ８４５ 

合計 ４，９６０ ４，９５０ ４，９４０ ４，９３０ ４，９２５ 

３ 法務研究科の収容定員及び全研究科の専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，

平成２２年度及び平成２３年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員   

    平成２２年度 平成２３年度 

法務研究科 法曹養成専攻 ８０ ７０ 

  計 ８０ ７０ 

合計   ８０ ７０ 

附 則（平成２３年 ３月２３日一部改正） 

１ この学則は，平成２３年 ４月 １日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定に

かかわらず，平成２３年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２ １０２ １０２ １０２ 

計 １６２ １６２ １６２ １６２ １６２ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１５７ １，１５７ １，１５７ 

  

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２ ９７ ９７ ９０ 

計 １６２ １６２ １５７ １５７ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１５２ １，１５２ 1，１４５ 
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学

部 

学科又は

課程 

入学定員   

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 
  

医

学

部 

医学科 ９０ ９０ ９０ ９０   

計 １５０ １５０ １５０ １５０   

合計 1，１４５ 1，１４５ 1，１４５ 1，１４５   

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医

学

部 

医学科 ５９２ ６０９ ６２６ ６４３ ６５０ 

計 ８５２ ８６９ ８８６ ９０３ ９１０ 

合計 ４，９３２ ４，９４９ ４，９６６ ４，９８３ ４，９９０ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４７ ６４２ ６３０ 

計 ９１２ ９１２ ９０７ ９０２ ８９０ 

合計 ４，９９２ ４，９９２ ４，９８７ ４，９８２ ４，９７０ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員   

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 
  

医

学

部 

医学科 ６１８ ６０６ ５９４ ５８７   

計 ８７８ ８６６ ８５４ ８４７   

合計 ４，９５８ ４，９４６ ４，９３４ ４，９２７   

附 則（平成２４年 ３月１９日一部改正） 

１ この学則は，平成２４年 ４月 １日から施行する。 

２ 総合理工学部の電子制御システム工学科及び材料プロセス工学科並びに生物資源科学部の生態環

境科学科，農業生産学科及び地域開発科学科は，第１０条の規定にかかわらず，当該学科に在学する

者が当該学科に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 総合理工学部及び生物資源科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２４年度から

平成２６年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

総合理工学部 機械・電気電子工学科 ８０ １６０ ２４０ 

建築・生産設計工学科 ４０ ８０ １２０ 

電子制御システム工学科 ２４０ １６０ ８０ 
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材料プロセス工学科 １２０ ８０ ４０ 

計 １，６３２ １，６２４ １，６２４ 

生物資源科学部 農林生産学科 ８５ １７０ ２５５ 

地域環境科学科 ４５ ９０ １３５ 

生態環境科学科 １３５ ９０ ４５ 

農業生産学科 ９０ ６０ ３０ 

地域開発科学科 １６５ １１０ ５５ 

計 ８４０ ８４０ ８４０ 

４ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２４年度から平成３６年度については，

次の表のとおりとする。 

  収容定員 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

合計 ４，９４１ ４，９５０ ４，９６７ ４，９７４ ４，９７６ 

  

   収容定員 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

合計 ４，９７６ ４，９７１ ４，９６６ ４，９５４ ４，９４２ 

  

  収容定員 

平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 

合計 ４，９３０ ４，９１８ ４，９１１ 

５ 総合理工学研究科の物質科学専攻，地球資源環境学専攻，数理・情報システム学専攻，電子制御シ

ステム工学専攻及び材料プロセス工学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者

が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

６ 総合理工学研究科博士前期課程の収容定員及び全研究科の修士課程・博士前期課程の収容定員は，

第４７条の規定にかかわらず，平成２４年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 １２４ 

物質科学専攻 ３６ 

地球資源環境学専攻 １４ 

数理・情報システム学専攻 ２８ 

電子制御システム工学専攻 ２２ 

材料プロセス工学専攻 １２ 

計 ２３６ 

合計 ５１４ 

附 則（平成２４年 ６月２２日一部改正） 

この学則は，平成２４年 ７月 １日から施行する。 

附 則（平成２５年 ３月１４日一部改正） 

この学則は，平成２５年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成２５年 ９月 ９日一部改正） 

この学則は，平成２５年 ９月 ９日から施行する。 
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附 則（平成２５年１０月１５日一部改正） 

この学則は，平成２５年１０月１５日から施行する。 

附 則（平成２６年 １月２９日一部改正） 

１ この学則は，平成２６年 ２月 １日から施行する。ただし，第１０条第３項の改正規定中地域・

老年看護学に係る部分並びに第４５条，第４５条の２，第４７条及び第４９条の３の改正規定は，平

成２６年 ４月 １日から施行する。 

２ 総合理工学研究科のマテリアル創成工学専攻及び電子機能システム工学専攻は，第４５条の規定に

かかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 総合理工学研究科博士後期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２６年度及び平

成２７年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 
収容定員 

平成２６年度 平成２７年度 

総合理工学研究

科 

総合理工学専攻 １２ ２４ 

  マテリアル創成

工学専攻 

１２ ６ 

  電子機能システ

ム工学専攻 

１２ ６ 

  計 ３６ ３６ 

附 則（平成２６年 ３月１９日一部改正） 

この学則は，平成２６年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成２６年 ７月１４日一部改正） 

この学則は，平成２６年 ７月１４日から施行し，平成２６年７月１日から適用する。 

附 則（平成２７年 １月２９日一部改正） 

この学則は，平成２７年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成２７年 ３月１８日一部改正） 

１ この学則は，平成２７年 ４月 １日から施行する。 

２ 法務研究科法曹養成専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在

学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 法務研究科法曹養成専攻の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２７年度及び平成２８

年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員   

    平成２７年度 平成２８年度 

法務研究科 法曹養成専攻 ４０ ２０ 

  計 ４０ ２０ 

合計   ４０ ２０ 

附 則（平成２７年 ３月２５日一部改正） 

この学則は，平成２７年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成２７年 ６月２５日一部改正） 

この学則は，平成２７年 ７月 １日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月 １日一部改正） 

この学則は，平成２７年１０月 １日から施行する。 

附 則（平成２８年 ３月１５日一部改正） 

１ この学則は，平成２８年 ４月 １日から施行する。 

２ 教育学研究科修士課程の教育実践開発専攻及び教育内容開発専攻は，第４５条の規定にかかわらず，

当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 教育学研究科修士課程及び教育学研究科専門職学位課程の収容定員並びに全研究科の修士課程及

び専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２８年度については，次の表の
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とおりとする。 

研究科名 専攻名 

修士課程 

博士前期課程 

専門職学位課程 

収容定員 収容定員 

教育学研究科 教育実践開発専

攻 

２０ １７ 

臨床心理専攻 ８ － 

教育内容開発専

攻 

２０ － 

合計 ４９４ ３７ 

４ 医学系研究科看護学専攻博士後期課程の収容定員及び全研究科の博士後期課程の収容定員は，第４

７条の規定にかかわらず，平成２８年度及び平成２９年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 
収容定員 収容定員 

平成２８年度 平成２９年度 

医学系研究科 看護学専攻 ２ ４ 

合計 １５８ １６０ 

附 則（平成２８年 ６月２４日一部改正） 

この学則は，平成２８年 ７月 １日から施行する。 

附 則（平成２９年 ２月 ２日一部改正） 

この学則は，平成２９年 ２月 ２日から施行する。 

附 則（平成２９年 ２月 ２日一部改正） 

１ この学則は，平成２９年 ４月 １日から施行する。 

２ 法文学部，教育学部及び人間科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２９年度か

ら平成３１年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 

収容定員 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

平成３１

年度 

法文学部 法経学科 ３５０ ３４０ ３３０ 

社会文化学科 ２６０ ２４０ ２２０ 

言語文化学科 ２５０ ２４０ ２３０ 

計 ８８０ ８４０ ８００ 

教育学部 学校教育課程 ６４０ ６００ ５６０ 

計 ６４０ ６００ ５６０ 

人間科学部 人間科学科 ８０ １６０ ２４０ 

計 ８０ １６０ ２４０ 

附 則（平成２９年 ３月１４日一部改正） 

この学則は，平成２９年 ４月 １日から施行する。ただし，平成２８年島大学則第１号附則第３項

の改正規定は，平成２８年 ４月 １日から適用する。 

附 則（平成３０年 ３月１４日一部改正） 

１ この学則は，平成３０年 ４月 １日から施行する。 

２ 総合理工学部の物質科学科，地球資源環境学科，数理・情報システム学科及び建築・生産設計工学

科並びに生物資源科学部の生物科学科，生命工学科及び地域環境科学科は，第１０条の規定にかかわ

らず，当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 
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３ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかかわらず，

平成３０年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １６２ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

入学定員   

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

    
医

学

部 

医学科 ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ 

合計 1，１４５ 1，１４５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４０ ６２８ ６１６ 

計 ９１２ ９１２ ９００ ８８８ ８７６ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

  

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ６０４ ５９２ 

計 ８６４ ８５２ 

４ 総合理工学部及び生物資源科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成３０年度から

平成３２年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

総合理工学部 物理・マテリアル工学科 ７３ １４６ ２２１ 

物質化学科 ７３ １４６ ２２１ 

地球科学科 ５０ １００ １５１ 

数理科学科 ５０ １００ １５１ 

知能情報デザイン学科 ５０ １００ １５２ 

機械・電気電子工学科 ３０４ ２８８ ２７４ 

建築デザイン学科 ４０ ８０ １２２ 
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物質科学科 ３９０ ２６０ １３０ 

地球資源環境学科 １５０ １００ ５０ 

数理・情報システム学科 ３００ ２００ １００ 

建築・生産設計工学科 １２０ ８０ ４０ 

（第３年次編入学） ２４ ２４ １２ 

計 １，６２４ １，６２４ １，６２４ 

生物資源科学部 生命科学科 ７０ １４０ ２１３ 

農林生産学科 ３１５ ２９０ ２７４ 

環境共生科学科 ７０ １４０ ２１３ 

生物科学科 ９０ ６０ ３０ 

生命工学科 １２０ ８０ ４０ 

地域環境科学科 １３５ ９０ ４５ 

（第３年次編入学） ４０ ４０ ２０ 

計 ８４０ ８４０ ８３５ 

５ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成３０年度から平成３６年度については，

次の表のとおりとする。 

  収容定員 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

合計 ４，９７６ ４，９７６ ４，９５９ ４，９４２ ４，９３０ 

  

  収容定員 

平成３５年度 平成３６年度 

合計 ４，９１８ ４，９０６ 

６ 総合理工学研究科博士前期課程総合理工学専攻並びに生物資源科学研究科生物生命科学専攻，農林

生産科学専攻及び環境資源科学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該

専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

７ 自然科学研究科博士前期課程，総合理工学研究科博士前期課程及び生物資源科学研究科の収容定員

並びに全研究科の修士課程・博士前期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成３０年

度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

自然科学研究科 理工学専攻 ７９ 

環境システム科学専攻 ７８ 

農生命科学専攻 ４３ 

計 ２００ 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 １２４ 

計 １２４ 

生物資源科学研究科 生物生命科学専攻 ２０ 

農林生産科学専攻 ２２ 

環境資源科学専攻 １８ 
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計 ６０ 

合計 ４７８ 

附 則（平成３０年 ３月２０日一部改正） 

この学則は，平成３０年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成３０年 ５月１４日一部改正） 

この学則は，平成３０年 ６月 １日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月 ４日一部改正） 

この学則は，平成３０年１１月 １日から施行する。 

附 則（平成３１年 １月２５日一部改正） 

この学則は，平成３１年 ２月 １日から施行する。 

附 則（平成３１年 ３月１１日一部改正） 

この学則は，平成３１年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成３１年 ３月２２日一部改正） 

この学則は，平成３１年 ４月 １日から施行する。 

附 則（令和元年１０月１５日一部改正） 

この学則は，令和元年１０月１５日から施行する。 

附 則（令和２年 ３月１１日一部改正） 

１ この学則は，令和 ２年 ４月 １日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び医学部の収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかか

わらず，令和２年度から令和８年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又は

課程 

入学定員 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １６２ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

入学定員   

令和 

７年度 

令和 

８年度 

    
医

学

部 

医学科 ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ 

合計 1，１４５ 1，１４５ 

  

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４０ ６２８ ６２１ 

看護学科 ２５０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ 

計 ９０２ ８９２ ８８０ ８６８ ８６１ 

  

学 学科又は 収容定員   
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部 課程 令和 

７年度 

令和 

８年度 

医

学

部 

医学科 ６０９ ５９７ 

看護学科 ２４０ ２４０ 

計 ８４９ ８３７ 

３ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和２年度から令和８年度については，次の

表のとおりとする。 

   収容定員 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

合計 ４，９６１ ４，９４６ ４，９３４ ４，９２２ ４，９１５ 

  

  収容定員 

令和７年度 令和８年度 

合計 ４，９０３ ４，８９１ 

４ 総合理工学研究科博士後期課程総合理工学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学

する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

５ 自然科学研究科博士後期課程及び総合理工学研究科博士後期課程の収容定員並びに全研究科の博

士後期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，令和２年度及び令和３年度については，次

の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

令和２年度 令和３年度 

自然科学研究科 創成理工学専攻 １５ ３０ 

計 １５ ３０ 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 ２４ １２ 

計 ２４ １２ 

合計 １６５ １６８ 

附 則（令和２年１２月２８日一部改正） 

この学則は，令和３年 １月 １日から施行する。 

附 則（令和３年 ３月２９日一部改正） 

１ この学則は，令和３年 ４月 １日から施行する。 

２ 人文社会科学研究科法経専攻及び言語・社会文化専攻並びに教育学研究科臨床心理専攻は，第４５

条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するもの

とする。 

３ 人間社会科学研究科，人文社会科学研究科及び教育学研究科の収容定員並びに全研究科の修士課

程・博士前期課程及び専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，令和３年度につ

いては，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 修士課程 

博士前期課程 

専門職学位課

程 

収容定員 収容定員 

人間社会科学研究科 社会創成専攻 １５ － 

臨床心理学専攻 １０ － 

計 ２５ － 
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人文社会科学研究科 法経専攻 ６ － 

言語・社会文化専攻 ６ － 

計 １２ － 

教育学研究科 教育実践開発専攻 － ３７ 

臨床心理専攻 ８ － 

計 ８ ３７ 

合計 ４５ ３７ 

附 則（令和３年９月３０日一部改正） 

この学則は，令和３年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２２日一部改正） 

１ この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかかわらず，

令和４年度から令和９年度については，次の表のとおりとする。 

学部 学科又は課程 

入学定員 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和  

９年度  

医学部 
医学科 １０２  ９０  ９０  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５７ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

 

学部 学科又は課程 

収容定員 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度  

医学部 
医学科   ６５２   ６４０   ６３３   ６２１   ６０９   ５９７ 

計   ８９２     ８８０   ８７３   ８６１   ８４９   ８３７ 

３ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和４年度から令和９年度については，次の

表のとおりとする。 

  収容定員 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

合計 ４，９４６ ４，９３４ ４，９２７ ４，９１５ ４，９０３ ４，８９１ 

附 則（令和４年３月２２日一部改正） 

この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１１月２２日一部改正） 

この学則は，令和４年１１月２２日から施行する。 

附 則（令和５年３月２２日一部改正） 

１ この学則は，令和５年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかかわらず，

令和５年度から令和１０年度については，次の表のとおりとする。 

学部 学科又は課程 
入学定員 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 １０年度 

医学部 
医学科 １０２ ９０  ９０  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 
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合計 １，１９７ １，１８５ １，１８５ １，１８５ １，１８５ １，１８５ 

 

学部 学科又は課程 
収容定員 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

医学部 
医学科 ６５２ ６４５   ６３３   ６２１   ６０９   ５９７  

計  ８９２   ８８５   ８７３   ８６１   ８４９   ８３７ 

３ 法文学部，総合理工学部及び材料エネルギー学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令

和５年度から令和７年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

法文学部 

法経学科 ３１６ ３１２ ３０８ 

社会文化学科 １９７ １９４ １９１ 

言語文化学科 ２１７ ２１４ ２１１ 

 （３年次編入学） ２０ ２０ ２０ 

計 ７５０ ７４０ ７３０ 

総合理工学部 

物理工学科 ２８３ ２７０ ２５７ 

物質化学科 ２８３ ２７０ ２５７ 

地球科学科 ２０２ ２０２ ２０２ 

数理科学科 １９８ １９４ １９０ 

知能情報デザイン学科 ２０４ ２０４ ２０４ 

機械・電気電子工学科 ２６０ ２６０ ２６０ 

建築デザイン学科 １６４ １６４ １６４ 

計 １，５９４ １，５６４ １，５３４ 

材料エネルギー学部 
材料エネルギー学科 ８０ １６０ ２４５ 

計 ８０ １６０ ２４５ 

４ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和５年度から令和１０年度については，次

の表のとおりとする。 

  収容定員 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

合計 ４，９８６ ５，０１９ ５，０５２ ５，０８５ ５，０７３ ５，０６１ 

附 則（令和５年９月２６日一部改正） 

この学則は，令和５年１０月１日から施行する。 

附 則（令和５年１２月１１日一部改正） 

この学則は，令和６年１月１日から施行する。 

附 則（令和６年１月２３日一部改正） 

この学則は，令和６年２月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月１９日一部改正） 

１ この学則は，令和６年４月１日から施行する。ただし，改正後のこの学則第３１条及び第３１条の

２の規定については，令和６年１月１日から適用する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかかわらず，

令和６年度から令和１１年度については，次の表のとおりとする。 
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学部 学科又は課程 
入学定員 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

医学部 
医学科 １０２  ９０  ９０  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１９７ １，１８５ １，１８５ １，１８５ １，１８５ １，１８５ 

 

学部 学科又は課程 
収容定員 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

医学部 
医学科 ６５７ ６４５ ６３３ ６２１ ６０９ ５９７ 

計 ８９７ ８８５ ８７３ ８６１ ８４９ ８３７ 

３ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和６年度から令和１１年度については，次

の表のとおりとする。 

  収容定員 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

合計 ５，０３１ ５，０６４ ５，０９７ ５，０８５ ５，０７３ ５，０６１ 

附 則（令和７年 月 日一部改正） 

１ この学則は，令和７年４月１日から施行する。 

２ 総合理工学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和７年度から令和９年度については，

次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

総合理工学部 

総合理工学科 ３７０ ７４０ １，１２２ 

物理工学科 １９７ １２４ ６２ 

物質化学科 １９７ １２４ ６２ 

地球科学科 １５２ １０２ ５１ 

数理科学科 １４４ ９４ ４７ 

知能情報デザイン学科 １５４ １０４ ５２ 

機械・電気電子工学科 １９６ １３２ ６６ 

建築デザイン学科 １２４ ８４ ４２ 

計 １，５３４ １，５０４ １，５０４ 
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国立大学法人島根大学管理学則（案）変更事項について 

 

 

 

１．学則変更の事由 

 島根大学総合理工学部物理工学科、物質化学科、地球科学科、数理科学科、

知能情報デザイン学科、機械・電気電子工学科、建築デザイン学科を改組し、

総合理工学科を設置するため。 

 

 

２．学則の変更点 

第１０条関係 

総合理工学部に総合理工学科を置くことを規定するとともに、廃止となる物

理工学科、物質化学科、地球科学科、数理科学科、知能情報デザイン学科、機

械・電気電子工学科、建築デザイン学科に係る規定を削除 

 

第４２条関係 

総合理工学部総合理工学科の収容定員を規定するとともに，廃止となる物理

工学科、物質化学科、地球科学科、数理科学科、知能情報デザイン学科、機

械・電気電子工学科、建築デザイン学科に係る規定を削除 

 

附則関係 

総合理工学部の収容定員変更に係る学年進行による経過措置を規定 
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管
理
学
則
 新

旧
対
照
表
 

改
 
定
（
案
）
 

現
 
行
 

管
理
学
則
 

管
理
学
則
 

第
10
条
 
法
文
学
部
に
次
の
学
科
及
び
講
座
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

第
10
条
 
法
文
学
部
に
次
の
学
科
及
び
講
座
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

２
 
教
育
学
部
に
次
の
課
程
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

２
 
教
育
学
部
に
次
の
課
程
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

３
 
人
間
科
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

（
省
略
）
 

３
 
人
間
科
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

４
 
医
学
部
に
次
の
学
科
，
系
及
び
講
座
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

４
 
医
学
部
に
次
の
学
科
，
系
及
び
講
座
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
 

５
 
総
合
理
工
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

５
 
総
合
理
工
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

総
合
理
工
学
科
 

物
理
工
学
科
 

 
物
質
化
学
科
 

 
地
球
科
学
科
 

 
数
理
科
学
科
 

 
知
能
情
報
デ
ザ
イ
ン
学
科
 

 
機
械
・
電
気
電
子
工
学
科
 

 
建
築
デ
ザ
イ
ン
学
科
 

６
 
材
料
エ
ネ
ル
ギ
ー
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

６
 
材
料
エ
ネ
ル
ギ
ー
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

材
料
エ
ネ
ル
ギ
ー
学
科
 

（
省
略
）
 

７
 
生
物
資
源
科
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

（
省
略
）
 

 

７
 
生
物
資
源
科
学
部
に
次
の
学
科
を
置
く
。
 

 
 
（
省
略
）
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第
42
条
 
学
部
，
学
科
等
の
収
容
定
員
は
，
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

第
42
条
 
学
部
，
学
科
等
の
収
容
定
員
は
，
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

学
部
名
 

学
科
又
は
課
程

名
 

入
学
定
員
 

第
２
年

次
 

編
入
学

定
員
 

第
３
年

次
 

編
入
学

定
員
 

収
容
定
員
 

法
文
学
部
 

法
経
学
科
 

７
６
 
 

 
３
０
４
 

社
会
文
化
学
科
 

４
７
 

１
８
８
 

言
語
文
化
学
科
 

５
２
 

２
０
８
 

 
 

 
１
０
 

２
０
 

計
 

１
７
５
 
 

１
０
 

７
２
０
 

教
育
学
部
 

学
校
教
育
課
程
 

１
３
０
 
 

 
５
２
０
 

計
 

１
３
０
 
 

 
５
２
０
 

人
間
科
学
部
 
人
間
科
学
科
 

８
０
 
 

 
３
２
０
 

計
 

８
０
 
 

 
３
２
０
 

医
学
部
 

医
学
科
 

９
０
 

５
 

５
 

５
８
５
 

看
護
学
科
 

６
０
 
 

 
２
４
０
 

計
 

１
５
０
 

５
 

５
 

８
２
５
 

総
合
理
工
学

部
 

     

総
合
理
工
学
科
 

３
７
０
 
 

１
２
 
１
，
５
０
４
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

  

 
 

 
 

学
部
名
 

学
科
又
は
課
程

名
 

入
学
定
員
 

第
２
年

次
 

編
入
学

定
員
 

第
３
年

次
 

編
入
学

定
員
 

収
容
定
員
 

法
文
学
部
 

法
経
学
科
 

７
６
 
 

 
３
０
４
 

社
会
文
化
学
科
 

４
７
 

１
８
８
 

言
語
文
化
学
科
 

５
２
 

２
０
８
 

 
 

 
１
０
 

２
０
 

計
 

１
７
５
 
 

１
０
 

７
２
０
 

教
育
学
部
 

学
校
教
育
課
程
 

１
３
０
 
 

 
５
２
０
 

計
 

１
３
０
 
 

 
５
２
０
 

人
間
科
学
部
 
人
間
科
学
科
 

８
０
 
 

 
３
２
０
 

計
 

８
０
 
 

 
３
２
０
 

医
学
部
 

医
学
科
 

９
０
 

５
 

５
 

５
８
５
 

看
護
学
科
 

６
０
 
 

 
２
４
０
 

計
 

１
５
０
 

５
 

５
 

８
２
５
 

総
合
理
工
学

部
 

     

物
理
工
学
科
 

６
０
 
 

２
 

２
４
４
 

物
質
化
学
科
 

６
０
 
 

２
 

２
４
４
 

地
球
科
学
科
 

５
０
 
 

１
 

２
０
２
 

数
理
科
学
科
 

４
６
 
 

１
 

１
８
６
 

知
能
情
報
デ
ザ

イ
ン
学
科
 

５
０
 
 

２
 

２
０
４
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計
 

３
７
０
 
 

１
２
 
１
，
５
０
４
 

材
料
エ
ネ
ル

ギ
ー
学
部
 

材
料
エ
ネ
ル
ギ

ー
学
科
 

 ８
０
 
 

 ５
 

 ３
３
０
 

 計
 

 ８
０
 
 

 ５
 

 ３
３
０
 

生
物
資
源
科

学
部
 

生
命
科
学
科
 

７
０
 
 

３
 

２
８
６
 

農
林
生
産
学
科
 

６
０
 
 

９
 

２
５
８
 

環
境
共
生
科
学

科
 

７
０
 
 

３
 

２
８
６
 

計
 

２
０
０
 
 

１
５
 

８
３
０
 

合
計
 

１
，
１
８
５
 

５
 

４
７
 
５
，
０
４
９
 

 

 
機
械
・
電
気
電

子
工
学
科
 

６
４
 
 

２
 

２
６
０
 

建
築
デ
ザ
イ
ン

学
科
 

４
０
 
 

２
 

１
６
４
 

計
 

３
７
０
 
 

１
２
 
１
，
５
０
４
 

材
料
エ
ネ
ル

ギ
ー
学
部
 

材
料
エ
ネ
ル
ギ

ー
学
科
 

 
８
０
 
 

 ５
 

 ３
３
０
 

 
計
 

 
８
０
 
 

 ５
 

 ３
３
０
 

生
物
資
源
科

学
部
 

生
命
科
学
科
 

７
０
 
 

３
 

２
８
６
 

農
林
生
産
学
科
 

６
０
 
 

９
 

２
５
８
 

環
境
共
生
科
学

科
 

７
０
 
 

３
 

２
８
６
 

計
 

２
０
０
 
 

１
５
 

８
３
０
 

合
計
 

１
，
１
８
５
 

５
 

４
７
 
５
，
０
４
９
 

 

附
 
則
（
令
和
７
年
 
月
 
日
一
部
改
正
）
 

 
 

１
 
こ
の
学
則
は
，
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
 
 

２
 
総
合
理
工
学
部
の
収
容
定
員
は
，
第
４
２
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
，
令
和
７

年
度
か
ら
令
和
９
年
度
に
つ
い
て
は
，
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
 

学
部
名
 

学
科
又
は
課
程
名
 

収
容
定
員
 

令
和
７
年
度
 
令
和
８
年
度
 
令
和
９
年
度
 

総
合
理
工
学
部
 

総
合
理
工
学
科
 

３
７
０
 

７
４
０
 
１
，
１
２
２
 

物
理
工
学
科
 

１
９
７
 

１
２
４
 

６
２
 

物
質
化
学
科
 

１
９
７
 

１
２
４
 

６
２
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地
球
科
学
科
 

１
５
２
 

１
０
２
 

５
１
 

数
理
科
学
科
 

１
４
４
 

９
４
 

４
７
 

知
能
情
報
 

デ
ザ
イ
ン
学
科
 

１
５
４
 

１
０
４
 

５
２
 

機
械
・
電
気
電
子
 

工
学
科
 

１
９
６
 

１
３
２
 

６
６
 

建
築
デ
ザ
イ
ン
 

学
科
 

１
２
４
 

８
４
 

４
２
 

計
 

１
，
５
３
４
 
１
，
５
０
４
 
１
，
５
０
４
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総合理工学部教授会規則（案） 

 
（平成１６年島大工合理工学部規則第３号） 

（平成１６年４月１日制定） 

（令和７年 月 日最終改正） 

機密性１ 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は,管理学則（平成16年島大学則第1号）（以下「管理学則」という。）第40条第7項

の規定に基づき,島根大学総合理工学部教授会（以下「教授会」という。）の運営等に関し必要な事

項を定める。 

(組織) 

第２条 教授会は，総合理工学部を担当する本学基幹教員の教授，准教授，講師及び助教(以下「構成

員」という。)をもって組織する。 

(審議事項) 

第３条 教授会は，管理学則第40条第2項に定めるもののほか,学長及び学部長（以下「学長等」という。）

がつかさどる教育研究に関する次の事項について審議し,及び学長等の求めに応じ意見を述べること

ができる。 

一 学部諸規則の制定及び改廃に関する事項 

二 予算に関する事項 

三 授業及び試験等学業に関する事項 

四 その他学部の教育研究に関する重要事項 

(招集及び議長) 

第４条 教授会は学部長が招集し，議長は学部長をもってこれに充てる。ただし，学部長に事故がある

ときは，あらかじめ学部長が指名した教授がその職務を代理する。 

２ 教授会は，学部長が必要と認めるとき，又は構成員の3分の1以上の者から請求があったときに招集

する。 

(定足数) 

第５条 教授会は，構成員の3分の2以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 前項の定足数の算出にあたり，次の各号の一に該当する者は，構成員の数に算入しない。 

一 出張者 

二 研修者 

三 30日以上にわたる病休者 

四 休職者 

(議決) 

第６条 教授会の議事は，出席者の過半数の賛成により議決し，可否同数のときは議長の決するところ

による。ただし，第3条第1号については，出席者の3分の2以上の賛成をもって議決する。 

(事務) 

第７条 教授会の事務は，松江地区学部等事務部総務課において処理する。 

(雑則) 

第８条 この規則に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，教授会において定める。 

  

附 則 

この規則は，平成16年4月1日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成19年4月1日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成24年4月1日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成27年4月1日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成30年4月1日から施行する。 
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附 則（令和２年１２月２３日一部改正） 

この規則は，令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２２日一部改正） 

この規則は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年 月 日一部改正） 

この規則は，令和７年４月１日から施行する。 
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